
建設部
建設管理課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

地籍調査事業 k㎡ 0.03 0.03 0.07

擁壁・法面等点検事業 か所 0 27 -

ブロック塀等撤去推進事業 件 - 296 87

防犯灯ＬＥＤ化補助事業 件 17 8 13

千円 403 224 462

灯 56 32 66

街路灯設置事業 基 54 61 27

3

ブロック塀等撤去申請件数

危険なブロック塀等の所有者がその全部
又は一部を取り除く工事に対し、補助金
を交付することにより、倒壊等による被
害の軽減を
図り、道路等利用者の安全を確保する。

4

補助金申請件数（自治会数）

地域での防犯活動を支援するため、自治
会が管理する防犯灯を対象に、ＬＥＤ防
犯灯に転換しようとする自治会に対し補
助する。

補助金額

申請灯数

5

街路灯設置数

夜間の安全通行と犯罪防止対策として、
街路灯を設置する。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

一筆地調査面積

災害発生時における迅速な復旧のために
は土地の境界が明確にされた地図を整備
しておくことが重要となることから、地
籍調査事業（一筆地調査）を実施する。
中心市街地であるJR茨木駅周辺の西駅前
町から着手し、順次拡大していく。

2

道路構造物点検箇所（法面・擁壁）

第三者被害を防止する観点から市内の主
要認定道路の道路構造物（擁壁・法面）
について一斉点検を実施し台帳を整備す
るとともに、二次点検を行い、補修計画
を策定する。
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建設部
建設管理課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

防犯灯維持管理補助事業 件 156 157 150

千円 2,294 2,268 2,109

市営駐車場管理運営事業 台 7,977,147 8,006,088 7,994,097

市営駐車場修繕事業 件 5 11 8

送迎用バスターミナル管理運営事業 台 50,314 53,249 51,709

放置自転車等対策事業 台 2,902 3,010 2,244

台 201 200 133

台 2,087 2,039 1,789

7

利用台数（普通自動車・バイク・自転車）

本市内の道路交通の円滑化を図り、市民
の利便に資するため駐車場施設の管理運
営を行う。

8

修繕件数

市民が市営駐車場を常に良好な状態で利
用してもらうため、定期的に施設を点検
する。損傷状態を判定して修繕を実施す
る。

9

企業・学校総数17事業所総便数

JR茨木駅周辺の道路交通の円滑化のた
め、送迎用バスターミナル（上穂東町・
松ヶ本町）の管理運営を行う。

10

自転車撤去台数

駅前周辺の美観の保持と歩行者等の安全
確保を図るため、市内各駅からおおむね
300メートルの範囲を放置禁止区域とし
放置されている自転車・ミニバイクを定
期的に撤去、移動作業を行う。

ミニバイク撤去台数

引取り自転車等台数

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6

補助金件数（自治会数）

自治会管理の防犯灯について、自治会か
らの補助金申請により、毎年、電気代の
８０％を補助し、自治会の負担軽減を図
る。

補助金額
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建設部
建設管理課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

街路灯LED化促進事業 か所 254 160 61

市営駐車場へのLED導入事業 施設 1 0 1

駅前広場清掃事業 か所 8 9 9

回 2 3 3

街路灯管理事業 件 3,634 2,479 2,229

不法投棄処理事業 t 1 17 24

15

撤去量

都市の美化を推進するため、道路敷に不
法投棄が発生した場合、現場確認の後、
委託業者により撤去を行う。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

11

LED化転換数

既存の街路灯を計画的にLED灯に転換す
ることにより、環境負荷の低減を図る。

12

ＬＥＤ導入状況

環境負荷の低減及び節電を図るため、市
営駐車場にLED照明設備等を導入する。

13

市内各駅前広場清掃箇所

市内の各駅前広場を清掃し、駅周辺環境
を整える。

JR茨木駅東口デッキ定期清掃回数

14

街路灯修理件数

夜間の安全な道路空間を確保するため、
市民等からの連絡や点検パトロールで発
見した不備のある街路灯の修理を行う。
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建設部
建設管理課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

放置自動車処理事業 台 2 2 0

道路パトロール事業 件 1,130 874 1,001

km 10,400 10,438 7,783

道路占用等申請受付事業 件 2,580 3,178 3,570

道路台帳作成事業 km 20.8 20.0 25.3

道路明示杭再現受託・道路舗装受託事業 件 14 13 24

19

道路台帳整備延長

道路台帳の整備とは、道路法第28条の規
定に基づく道路区域の確定図整備であっ
て、道路境界を現況図に表示し、また、
現地に境界プレートを埋設し、道路区域
が明確になることで道路管理の基礎資料
として幅広く利用できる。

20

明示杭再現数

市が管理する基準点・境界プレートが損
壊されたものを、原因者の負担により復
元する受託事業である。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

16

放置自動車処理台数

道路が安全に利用できるよう、道路パト
ロール等で放置自動車を発見した場合
は、所有者の調査を行い、判明しない場
合は委託業者により撤去解体処分を行
う。

17

損傷箇所等発見件数

市の管理する道路を維持保全するため、
道路巡回を行い、道路等の破損箇所や占
用工事の施工状況、不法占用、交通安全
施設等の問題箇所の早期発見に努める。
また、道路管理上、緊急事態が発生した
ときは随時出動し、事態収拾にあたる。

道路パトロール車による実施距離

18

申請等件数

道路法等に基づき、道路区域での他事業
者による道路占用等の申請について、適
正な道路管理の為に協議調整を行う。
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建設部
建設管理課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

標識管理事業 か所 6 6 1

か所 36 29 51

境界確定事業 件 310 474 354

件 285 421 357

道路用地寄付収受事業 件 54 64 52

公共施設附帯駐車場運営に係る調整事業 回 2 2 0

建設事業評価委員会運営事務 事業 0 0 0

事業 0 2 2

回 0 1 1

回 0 0 1

23

寄付収受件数

市道等の表面管理だけでなく、用地の所
有を市有地にし適切な道路管理を行うた
め、道路の用地寄付収受業務を行う。ま
た、寄付の条件により、土地の測量・分
筆登記を市が行う。

24

調整会議の回数

有料化している公共施設附帯駐車場の収
支把握や各施設の課題調整を行い、市民
サービスの向上及び効率的な行財政運営
を図る。

25

再評価対象事業数

市が国庫補助を得て実施する建設事業を
対象に、建設事業の効率性やその実施過
程における透明性の一層の向上を図るた
め、「再評価」及び「事後評価」を行う
建設事業評価委員会を開催する。

事後対象事業数

建設事業評価委員会開催回数

現地説明会開催回数

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

21

案内・交差点標識設置数

道路の安全・円滑な通行の確保と公共施
設への円滑な案内を行うため道路標識の
管理を行う事業である。

道路警戒標識修理数

22

明示申請件数

道路等の境界及び管理区域を明確にし、
道路等の維持管理に利用するため、道
路・里道・水路敷に接する地権者からの
申請により、道路等との官民境界を確定
する。

明示指令書発行件数
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建設部
建設管理課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

無電柱化路線管理台帳整備事業 地区 1 1 1

道路付属物点検調査事業 箇所 0 0 3,362

27

道路付属物点検箇所（街路灯、標識）

第三者被害につながる可能性が顕在化し
ている道路付属物の顕著な老朽化、劣化
等の変状等の異常について中間点検を行
なう。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

26

台帳整備地区

電線共同溝の整備等に関する特別措置法
（平成7年法律第39号）の規定により、
茨木市が管理する電線共同溝の構造や敷
設状況等の詳細を台帳化し適切に管理を
行う。
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建設部
道路交通課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

ダム周辺道路整備事業 路線 1 2 1

m 220 200 108

阪急総持寺駅西口駅前交通広場整備事業 ㎡ 180 0 0

m 0 0 0

件 0 0 0

山麓線整備事業 ㎡ 0 0 842

m 340 640 1,380

件 0 0 0

新名神周辺道路等整備事業 路線 1 2 1

m 160 180 30

JR総持寺駅周辺整備事業 ㎡ 785 1,076 1,016

m 1,000 250 575

件 4 2 0

4

各年度に改良工事を実施した路線数

新名神関連事業として、千提寺地区の自
然環境、歴史、文化資源等の恵まれた地
域資源を活かして、都市住民との交流を
促進する空間を整備することにより地域
の活性化を図る。また、新名神高速道路
の供用開始に伴い通過交通が増加するた
め、市道の拡幅を行うことにより歩行
者、車両等の安全を確保する。

各年度に整備した延長

5

各年度に買収した事業用地面積

JR京都線摂津富田・茨木間に新駅が設置
されることを受け、利用者の交通利便性
の向上と都市機能の充実・強化を図るた
め、駅前周辺道路等の整備を行う。

各年度に実施した工事延長

物件調査等実施件数

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

各年度に改良工事を実施した路線数

水源地域整備計画に基づき、安威川ダム
周辺の道路整備事業を推進する。

各年度に整備した延長

2

各年度に買収した事業用地面積

平成30年春に JR総持寺駅 が開業したこ
とから、その整備効果をより活かすた
め、阪急総持寺駅西口に駅前交通広場を
整備することにより、総持寺地域の交通
利便性の向上と都市機能の充実・強化を
図る。

各年度に施工した工事延長

物件調査等実施件数　　　

駅前交通広場用地の取得に関する様々な業務を実施した。

3

各年度に買収した事業用地面積

市域山麓部の東西交通と彩都アクセスの
円滑化を図るため、彩都や安威川ダムの
事業進捗に合わせ、府道茨木亀岡線から
彩都東部地区、府道忍頂寺福井線、府道
余野茨木線を経て、中部地区、西部地区
へと至る道路の整備を行う。

各年度に施工した工事延長

物件調査等実施件数
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建設部
道路交通課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

道路新設・改良事業（補助分） 路線 1 2 1

m 60 110 30

道路新設・改良事業（単独分） 路線 4 1 0

m 470 90 0

橋梁新設改良事業 ％ 73 73 86

橋梁維持事業 橋 190 128 74

％ 74 100 113

橋 8 9 14

駅前太中線整備事業（第４工区） ㎡ 0 0 0

m 0 0 0

件 0 0 0

8

耐震補強工事の実施率

橋梁耐震診断の結果を基に、補強・補修
をすることにより、地震発生時における
安全を確保するとともに、老朽化橋梁の
架け替えや改良を実施する。

9

茨木市橋梁点検調査業務委託

本市管理橋梁の定期的な点検及び計画的
な維持修繕を継続的に実施することによ
り、橋梁を常に健全な状態に保ち、歩行
者及び車輛の通行の安全を確保するとと
もに、予防保全による計画的修繕（長寿
命化修繕）を実施することによりコスト
の縮減を図るため、計画的な維持修繕を
実施する。

橋梁点検調査済率（全橋梁対象）

橋梁補修工事

10

各年度に買収した事業用地面積

市街地中心部における交通の円滑化や歩
行者の安全確保等、交通環境の向上を図
るため、市内を南北に結ぶ道路である駅
前太中線のうち、府道大阪中央環状線か
ら丑寅一丁目までの区間の整備を行う。

各年度に実施した工事延長

物件調査等実施件数

駅前太中線（第４工区）整備事業に関連し、駅前太中線と府
道大阪中央環状線との立体交差化について、
大阪府警本部への相談や大阪府と協議を行った。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6

各年度に改良工事を実施した路線数

歩行者、自転車等の通行の安全や渋滞の
解消等、円滑で快適な交通の流れを確保
するため、国からの補助採択を受けて、
用地買収、歩道整備や車道の拡幅及び交
差点改良を行う。

各年度に整備した延長

7

各年度に改良工事を実施した路線数

歩行者、自転車等の通行の安全や渋滞の
解消等、円滑で快適な交通の流れを確保
するため、市の単独事業として現道に
沿って歩道及び車道の拡幅整備を行う。

各年度に整備した延長

新設改良等の整備を実施することにより、歩行者、自動車等
の安全な通行が確保されることを説明し、整備に必要な用地
の提供の協力を求めた。
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建設部
道路交通課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

自転車利用環境整備事業 m 3,628 130 420

件 280 286 273

交通安全対策事業 人 40,359 36,928 38,071

件 293 273 325

件 943 931 883

歩道設置事業 m 152 75 100

か所 0 9 0

m 498 720 613

交通安全施設整備事業 m 714 290 592

基 15 19 51

m 12,891 12,668 10,991

交通安全施設維持管理事業 件 5 10 11

か所 7 8 7

12

交通安全教室等の参加人数

交通事故の撲滅や無秩序なめいわく駐
車・違法駐車の排除を図るため、幼稚
園・小中学校等での交通安全教室を実施
するとともに、交通安全推進団体に対し
交付金を付与する。
また、高齢者の自転車乗用中の転倒によ
る頭部損傷の重大事故から身を守る自転
車用ヘルメットの着用を、広く市民に啓
発推進する。

高齢者、子供の事故件数

事故件数

13

歩道整備延長

歩行者等の安全確保やバリアフリー化を
推進するため、通学路になっている市道
において歩道を整備するとともに、歩道
の段差解消や改良を行う。

段差改善箇所

通学路カラー舗装

14

ガードレール、安全柵設置延長

道路の安全性向上を図るため、市道及び
市管理道路において安全施設（カーブミ
ラー、横断防止柵、ガードレール、車止
め等）を整備する。

カーブミラー設置数

区画線設置延長

15

交通安全施設等修理業務委託件数

市道及び市管理道路において設置されて
いる道路の安全施設（カーブミラー、横
断防止柵等）の維持管理を行うととも
に、交通量を調査し、道路改良工事にお
ける資料として活用する。

交通量調査業務委託箇所数

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

11

自転車レーンの整備延長

安全で快適な自転車の利用環境を実現さ
せることを目的に自転車利用環境整備計
画に基づいて整備を行う。

自転車事故件数

・自転車利用環境整備計画の中間見直し
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建設部
道路交通課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

バリアフリー化推進事業(ソフト・ハード) m 1,230 1,300 200

公共交通対策事業（ソフト・ハード） か所 0 0 0

か所 0 0 0

件 0 0 0

件 0 0 0

件 1 1 1

茨木市総合交通戦略事業 回 2 3 0

道路維持事業 件 - 19 16

件 - 143 82

件 - 109 51

道路舗装事業 件 - 4 3

20

道路舗装工事

比較的交通量の多い主要道路の舗装を路
面性状調査の結果及び現地調査に基づ
き、打替え等を行う。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

16

道路特定事業（生活関連経路）の整備延長

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律（バリアフリー法）に基
づき、旅客施設や病院、福祉施設など高
齢者や障害者等が利用する施設が集まっ
た地区（重点整備地区）を定めたバリア
フリー基本構想に基づき、バリアフリー
化を重点的かつ一体的に推進する。

17

阪急茨木高架橋耐震補強事業補助

将来の交通体系づくりの基本理念、基本
方針に基づき、９のテーマと短、中期及
び長期で実施する20の交通施策に取組
み、目標とする「まちの将来像」を実現
する。
市山間部において輸送人員の減少により
運行が困難となっている地域のバス路線
のうち、通学等の交通手段確保に必要な
バス路線を運行している事業に対し、市
が補助金を交付することにより、当該バ
ス路線の運行事業の継続及び維持を図
る。

ＪＲ貨物線高架橋耐震補強事業補助

バスロケーションシステム導入補助金

路線バスＩＣカードシステム導入事業補助金

茨木市地域バス路線維持補助金

18

調整会議等実施

本市にふさわしい交通のあり方の実現に
向け、市民、交通事業者、関係機関など
多様な主体との協働により、計画的に交
通施策を推進する。

19

道路維持工事

現状道路の維持管理を適切に実施するた
めの側溝工、擁壁工、排水工、石積工ま
たはブロック積工等の整備を積極的に推
進すると共に、清掃、除草等を実施す
る。

構造物修繕業務

清掃・その他業務
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建設部
道路交通課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

道路簡易舗装事業 件 - 10 14

件 - 74 58

件 - 5 3

可動式ホーム柵設置事業 件 0 0 2

渋滞対策事業

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

21

簡易舗装工事

生活道路等の舗装について打替え、補修
などを現地調査に基づき行う。

舗装修繕業務

平準化業務

22

可動式ホーム柵設置補助金

鉄道駅における可動式ホーム柵及びホー
ムドアの整備事業に対して、市が事業に
要する経費の一部を補助することによ
り、鉄道利用者のプラットホームからの
転落や走行中の列車との接触事故を防
ぎ、もって障害者や高齢者等の移動の円
滑化及び鉄道利用者の安全を確保する。

23

　市内道路の渋滞解消を目指した様々な
アプローチによる取り組みを国や府と進
めるとともに、市内中心市街地の渋滞対
策を目標に、各渋滞発生個所における各
種課題の整理と対策手法等の検討を行
う。 商用車プローブデータ等の活用で、市内の交通特性を把握

し、渋滞解消に向けた対策等の検討を行った。
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建設部
建築課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

市有建築物の耐震化促進事業 件 4 2 0

件 4 0 2

市営住宅長寿命化計画推進事業 棟 4 0 0

棟 0 2 2

市営住宅管理運営事業 戸 284 302 274

市有施設設計事業 件 118 164 101

市有施設工事監理事業 件 96 123 77

5

工事監理業務

各課からの工事監理の依頼のあった施設
について、請負者に適正に施工管理（品
質、出来形等）させ、工期内に完成し、
引き渡せるよう、契約書、設計図書どお
り適正に施工されているか、監理及び検
査を行う。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

耐震診断及び補強・整備設計

市有建築物の耐震補強を行うことによ
り、安全で安心して利用できる施設を確
保するため、国等の補助を活用し、予算
を平準化しながら、計画的に耐震診断、
耐震改修工事を実施する。

市有施設の耐震化の推進

2

耐震化及び長寿命化改善を実施した住棟

市営住宅を安全で安心な住まいとして長
期間にわたって確保するため、耐震改修
や長寿命化改善など適切な維持管理を実
施することにより、効率的・効果的な活
用に努める。

長寿命化改善を実施した住棟

3

入居戸数

住宅に困窮する低所得者に対し、低廉な
家賃で住宅を提供し、市民生活の安定と
社会福祉の増進に寄与するため、市営住
宅の入退居手続及び入居者の家賃等徴収
事務並びに施設の維持管理・運営を行
う。

4

設計業務

各課からの設計依頼のあった施設につい
て、誰もが安全で安心して施設の利用が
でき、かつ環境に十分配慮した施設とな
るよう、予算、工期、工事内容及び利用
者の利便性等を考慮した設計を行った上
で、適正な価格で施工業者に発注する。
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建設部
公園緑地課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

公園等再整備事業 か所 3 5 5

若園公園バラ園再整備事業 ％ 50 75 100

公園施設長寿命化対策事業 件 50 50 50

か所 0 44 0

さくらまつり実施事業 人 14,913 13,836 18,230

公園等維持管理事業 か所 214 222 221

4

入場者数

「元茨木川緑地リ・デザイン」の一環と
して、民間事業者による自由な発想を活
用し、市民活動団体や市内の学生の活動
発表の場、市内飲料団体による花見客へ
のサービスの提供など新たな魅力の展開
となる催しを実施することで活動人口の
増加を促進する。

5

都市公園・都市緑地か所数

緑豊かな景観及び潤いのある快適な生活
環境の確保を図る。自然環境の保全に努
める。
都市公園・緑地等の除草、刈込、剪定及
び維持管理。遊具等の維持管理。街路樹
の刈込、剪定作業の維持。自然歩道の維
持及び清掃。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

公園再整備数

整備後、相当年数が経過している公園に
ついて、公園施設長寿命化計画に基づ
き、順次、住民ニーズや地域の実情に即
した再整備を実施していく。

2

再整備を行った面積の割合

若園公園バラ園において、バラの老化に
よる樹勢の衰えが顕著となっているた
め、苗木の更新及び植栽基盤の整備と併
せ地下透水管等の施設の再整備を実施す
る。

若園公園バラ園の老朽化した施設について改良工事を実施
し、リニューアルを図った。

3

公園台帳システムへの都市公園情報等の入力事務

公園等の施設の長寿命化を図る。
（長寿命化のための公園施設データの収
集・整理・保管・更新のためのシステム
構築など。）

長寿命化計画策定公園数
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建設部
公園緑地課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

児童遊園維持管理事業 か所 298 301 298

児童遊園維持補修事業 基 42 1 0

か所 1 2 2

m 0 0 0

公園維持補修事業 基 4 3 0

ｍ 0 0 209

か所 3 2 3

西河原公園防災公園街区整備事業 ％ 100 100 100

元茨木川緑地リ・デザイン事業 回 3 4 1

回 1 2 2

8

遊具等の取り替え・補修等

地域のコミュニティの場となっている公
園・緑地等について、老朽化した施設の
補修等を行う。また、劣化した遊具は、
幼児用遊具や高齢者も利用できる健康遊
具等へ取り替え、安全で快適なオープン
スペースの確保に努める。

フェンスの補修

園路・広場の補修

9

事業進捗率   

独立行政法人都市再生機構（ＵＲ）によ
る防災公園街区整備事業の活用により、
当該地域の防災機能の強化をはかるとと
もに、都市景観の向上や市民の憩いの場
としての総合的な公園機能の充実を図る
ため、ＵＲが工場跡地の一部を取得し、
防災公園と市街地整備を行ったもので、
ＵＲが立て替え払いしていた事業費を償
還する。

10

市民ワークショップ等の回数

元茨木川緑地が身近で安全な空間と快適
な環境を確保するため、専門家、近隣住
民等と協働して樹木や施等の更新を進め
るとともに、市民参加による維持管理運
営及び活用プログラムの構築に取り組
む。

元茨木川緑地を活用したイベント等

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6

児童遊園か所数

児童遊園の適正な維持管理を行い、安
心、安全な憩いの空間を創出する。
樹木の整枝、施設の修理点検。

7

遊具等の設置・取替

地域のコミュニティの場となっている児
童遊園について、老朽化した施設の補修
等を行う。また、劣化した遊具は、幼児
用遊具や高齢者も利用できる健康遊具等
へ取り替え、安全で快適なオープンス
ペースの確保に努める。

児童遊園の補修

フェンスの補修等
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建設部
下総務課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

水洗便所普及事業 件 24 21 16

件 0 0 0

企業会計推進事業 千円 878,968 968,793 1,196,125

下水道等事業会計予算管理等事業 千円 2,248,235 2,078,315 1,954,313

下水道受益者負担金・分担金等徴収・滞納整理事務事業 千円 25,748 12,144 5,774

千円 24,117 14,664 7,422

％ 86 91 90

下水道等使用料徴収・滞納整理事務事業 ％ 83 83 83

％ 83 84 85

％ 95 96 97

％ 100 100 100

2

下水道等事業会計当年度純利益

下水道等事業の更なる効率化・健全化・
透明化を図るため、企業会計を適正に推
進する。

企業会計の適正な推進に努めた。

3

一般会計繰入金

下水道等事業会計の予算編成、執行管理
及び起債等予算管理事務を行う。

下水道等事業会計の予算編成、特に一般会計からの繰入金に
ついて、適切に事務を執行した。

4

賦課金額

下水道受益者負担金・分担金の賦課徴収
を行い、関係課と連携して滞納整理事務
を行う。

収入金額

収納率（企業会計前の考え方による）

5

下水道使用料収納率（現年度分）

下水道使用料、公設浄化槽使用料の賦課
徴収を行い、関係課と連携して滞納整理
事務を行う。

公設浄化槽使用料収納率（現年度分）

下水道使用料収納率（滞納繰越分）

公設浄化槽使用料収納率（滞納繰越分）

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

助成金支給件数

下水道供用開始区域及び合併処理浄化槽
区域における水洗化を促進し、生活環境
の向上を図る。

貸付件数
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建設部
下水道施設課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

土砂災害情報相互通報システム整備事業 か所 8 8 8

下水道総合地震対策事業 ％ 95 95 96

水路改修事業 件 4 3 3

件 1 1 0

水路施設の長寿命化事業 Km 3 2 -

カ所 - - 40

水路維持事業 件 18 47 28

㎥ 639 415 390

件 11 43 50

件 12 11 11

件 1 1 1
5

陥没等修繕処理

梅雨や台風に備え、通水断面の確保と機
能保全を図るため、市内の市管理水路に
ついて市調査や地元要望に基づき維持管
理を行う。

土砂撤去

水路浚渫委託

揚水機負担金

島地区親水水路清掃

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

1

土砂災害情報観測局

山間部（上音羽・清阪・泉原・車作・大
門寺・石堂ヶ岡・佐保・宿久庄）集落に
整備した雨量観測局から雨量データを収
集し、市のホームページに掲載するとと
もに、気象庁及び府が発表する土砂災害
警戒情報の基礎データとして情報提供し
ている。

2

重要な管渠の耐震化率

既設下水道管路及びポンプ場の耐震補強
をするため、対策内容や実施時期を定め
た「下水道総合地震対策計画」に基づ
き、耐震化を進める。

3

改修工事件数

近年の局所的なゲリラ豪雨などに対し、
治水効果や機能の向上を図るため、下水
道事業との連携や長寿命化計画に基づき
水路改修を計画的に実施する。

設計委託件数

4

現地劣化調査

市が管理する水路施設は約360kmであ
り、これらの施設は日々劣化することに
より、今後、維持修繕や改築のコスト増
大を招くことから、施設のストックマネ
ジメントを実施することで、維持管理・
改築修繕の一体的な最適化を図り、持続
的に水路施設の機能を確保する。

長寿命化対策
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建設部
下水道施設課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

河川維持事業 件 2 2 1

テレメーター運営事業 局 12 12 12

局 16 15 15

雨水貯留タンク設置補助事業 件 12 14 7

谷山水路整備事業 m 130 140 200

下水道施設（管渠）改良事業（ハード） か所 127 42 0

m 1,399 1,722 781

9

水路改修延長

彩都東部地区の一部エリアの事業化に
伴って実施する地区外水路整備事業

10

人孔蓋改良

老朽化した管渠等の損傷による機能停止
及び事故発生を未然に防ぐため、対策内
容や実施時期を定めた「下水道長寿命化
計画」に基づき、対策事業を実施する。

管渠改良

老朽化した管渠等の損傷による機能停止及び事故発生を未然
に防ぐため、下水道ストックマネジメント計画を作成中（R2
年度策定予定）

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

6

河川浚渫委託

災害に強いまちづくりをめざすため、市
管理の幹線水路（河川）の清掃・浚渫を
行う。

7

テレメータ雨量観測局

近年の局所的・ゲリラ豪雨などに対し、
浸水被害を未然に防止するため、市全域
の雨量観測局からの降雨データと主要水
路等の水位情報をリアルタイムで把握す
ることにより、水防活動の準備等に活用
する。

テレメータ水位観測局

8

雨水タンク設置補助件数

下水道や水路などへ雨水排水の流入を抑
制するため、雨水貯留タンクを設置する
市民に対して購入費の一部を補助し、浸
水被害の軽減を図ると共に、新たな水資
源の再利用を促進する。
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建設部
下水道施設課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

下水道施設（管渠）改良事業（ソフト） 件 50 38 21

件 49 61 7

下水道施設（ポンプ場）改良事業（ハード） 基 58 26 73

下水道施設（ポンプ場）改良事業（ソフト） 件 14 26 22

㎥ 7,306,356 7,320,100 7,167,421

㎥ 1,521,496 1,869,639 909,189

安威川河川敷クリーンキャンペーン推進事業 人 257 281 206

公共下水道整備事業（雨水） m 0 857 1,104

13

修繕件数

公共下水道ポンプ場の適正な運転稼働を
保つため、設備の点検及びメンテナンス
を実施し、継続的な下水道サービスの提
供を行う。

汚水排水量

雨水排水量

14

キャンペーン参加人数

親しみとうるおいのある水辺空間として
広く市民に親しまれている安威川河川敷
の環境美化活動を、地域住民と行政が一
体となって推進することにより、良好な
水辺環境の保全と向上を図る。

河川敷利用者の環境に対する意識向上によりごみ収集量が
年々減少

15

管路整備延長

浸水被害軽減のため、公共下水道の整備
を進める。
平成29年3月に策定した茨木市雨水基本
構想等に基づき、下水道施設の整備促進
を図る。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

11

管渠修繕

老朽化した管渠等の損傷による機能停止
及び事故発生を未然に防ぐため、点検調
査及び破損箇所の修繕を実施し、継続的
な下水道サービスの提供を行う。

人孔蓋修繕

12

改築機器

公共下水道ポンプ場の適正な運転稼働を
保つため、電気・機械設備の更新計画等
を定めた「下水道長寿命化計画」に基づ
き、対策事業を実施する。

老朽化した管渠等の損傷による機能停止及び事故発生を未然
に防ぐため、下水道ストックマネジメント計画を作成中（R2
年度策定予定）
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建設部
下水道施設課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

公共下水道整備事業（汚水） m 833 139 1,084

特定環境保全公共下水道整備事業 m 310 0 0

合併処理浄化槽整備事業 基 13 2 4

法定外公共物占用許可事務 件 246 273 286

砂利採取計画認可事務 件 1 1 0

17

管路整備延長

公共用水域の水質保全、水洗化による公
衆衛生の向上に資するため、公共下水道
の整備を進める。
特定環境保全公共下水道区域内における
下水道施設の整備促進を図る。

18

合併処理浄化設置基数

公共用水域の水質保全、水洗化による公
衆衛生の向上に資するため、合併処理浄
化槽の整備を進める。
合併処理浄化槽区域内における合併処理
浄化槽の整備促進を図る。

19

許可、変更、更新件数

法定外公共物の適正な管理及び利用を図
るため、利用者に対して占用許可、変更
許可を行う。

20

許可、変更等件数

大阪府地方分権推進制度に基づき、大阪
府が所管する砂利採取法に関する権限の
うち、移譲を受けた砂利採取計画の認可
事務、認可採取場への立ち入り、砂利採
取業者への指導等事務である。事業者か
らは許可手数料、大阪府からは事務移譲
補助金を受けている。

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

16

管路整備延長

公共用水域の水質保全、水洗化による公
衆衛生の向上に資するため、公共下水道
の整備を進める。
公共下水道計画区域内における下水道施
設の整備促進を図る。

141



建設部
下水道施設課

単位 H29年度 H30年度 R1年度

岩石採取計画認可事務 件 1 2 4

№ 事務事業名／目的及び概要
活動実績・事業の成果

指標

21

許可、変更等件数

大阪府地方分権推進制度に基づき、大阪
府が所管する採石法に関する権限のう
ち、移譲を受けた岩石採取計画の認可事
務、認可採取場への立ち入り、岩石採取
業者への指導等事務である。事業者から
は許可手数料、大阪府からは事務移譲補
助金を受けている。
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